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京大東アジアセンターニュースレター   第 424号   











































〒606-8501京都市左京区吉田本町 京都大学経済学部 堀 和生 













時  間： 2012年7月3日(火) 16：45－18：15  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホール  




時  間： 2012年7月17日(火) 16：30－18：00 
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホール  








主な研究業績には『中国女性の就業行動―「市場化」と都市労働市場の変容』（慶應義塾大学出版会）、“The Lewisian Turning 
Point of Chinese Economy: Comparison with Japanese Experience,”（China Economic Journal Vol.3,No.2, July 2010（共著)）、「中国に
おける労働移動と都市労働市場の分断化:出稼ぎ労働者・都市戸籍住民間の所得格差に関する実証分析」（『比較経済研究』、第 48 巻
第 1 号）などがある。専攻は労働経済学、中国経済論。 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2012年度における開催(予定)日は以下の通りです。  





















     討論点：なぜ東アジアに向かわざるを得ないのか？ 
     －財政再建と官製金融そして経済成長と人口問題－ 
 
2012 年 5 月 19 日(土)15 時  京都会場：京都大学法経総合研究棟８階リフレッシュルーム 



















日時 2012 年 7 月 9 日（月） 11 時 45 分～12 時 15 分 
会場 京都大学法経済学部東館地下 1 階みずほホール 
 
［シンポジウム］ 













































































1869 年完成｡    
1992 年から博物館と 
して公開｡ 
● 日程： 2012 年 9 月 23 日(日)～29 日(土)  7 日間 (行程は次ページ) 
● 費用： お一人概算 会員 228 千円  準会員 235 千円  非会員 242 千円 (二人一部屋) 
          一人部屋追加料金 28,600 円 
● オプショナル： お一人概算 ﾃﾞｨﾅｰｼｮｰ入り､ 20 千円(二人一部屋)  
一人部屋追加料金 5 千円 
● 募集： 申込先着 35 名様まで 
 
お問合せ・お申し込み  
 OMA 社団法人大阪能率協会 〒５４０－００２９大阪市中央区本町橋２－５ ﾏｲﾄﾞｰﾑおおさか ６階 



















（ ） 夕 ：
朝 ：
昼 ：
（ ） 夕 ：
朝 ：
ダッカ到着 昼 ：
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                                                             小島正憲 
                                                                                                  
１．オバマ大統領が１１月にカンボジアへ 
オバマ米国大統領が１１月の東アジア首脳会議と USASEAN 会議に参加するためにカンボジアに訪問すると発表
した。米次官補の Kurt Campbell はハオ・ナムホン・カンボジア副首相兼外務国際協力大臣との非公開会議で、「オ
バマ大統領が１１月にカンボジアを訪問するだろう」と、語った事を在プノンペンアメリカ大使館のスポークスマン Sean 
McIntosh が昨日発表した。「地域サミットに加えてオバマ大統領の訪問は、米国とカンボジア両国の協力を強化する





感じています」と、最高責任者 Lou Kim Chhun 氏はシアヌークビルのオフィ
スで話した。しかし明確な日程の言及までには至らなかった。同社はまず
初めに株の 15%を上場し、残り株を上場する前に「慎重に状況を判断する」






府と JICA からの支援を受け、港機能向上の為に努めている。 
5 月 1 日に港に直結する形で経済特区が作られた。「幾つかの会社は輸入後、加工して再度輸出しなければなりま
せん。時と場合により費用がかさむ結果になります。しかし我々の建設した港によってお金と時間を節約することが出
来ます」と Lou 氏は言い、「我々は投資家にここを奨励したい」と付け加えた。また 2015 年までに完成を目標としてい
る、沖合での石油採掘を効率的に進める為、長さ 200 メートルのターミナルと、主に農業輸出に使われる多目的ターミ
ナル(長さ 260 メートル深さ 13.5 メートル) の建設も予定されている。現在、港では 1,066 人の従業員が働いており、
毎年 237,000 のコンテナを扱っている。 
 
３，村人 VS ブルドーザー（土地の所有権問題） 
Preah Vihear の Tbeng Meanchey 地区にある Brame 村と Srae Preang 村、そして Bos Tom 村に住む合計 135 も
の Kouy 民族の一家が、５／１９・２０の 2 日間にわたって、Lan Feng 社に対する抗議のために集結した。彼らが申し
立てたところによると、Lan Feng 社が彼らの農地を勝手に整地したという。135 ある家族の代表者 Phan Suket さんは、
「Lan Feng 社が 10 台ものブルドーザーを雇って、1 家族あたりに大体 600 スクエアメートルほどある農地を平地にしよ
うとしており、土地を砂糖園にするつもりだ」と話し、「Kouy の暮らしは耕作で成り立っている。しかし今、あの会社が農
地を整地してしまっている。私達の次の世代の人間は、農地なしにどうやって暮らしていくと言うのですか」と不安を示







クメール労働組合 KWPCU の事務局長であり、また、Tai Yean 工場の従業員でもある Lor Sopheak 氏によると、彼











2010 年に内密に工場の名前が Tai Yean から Tai Nan へと変更されたことに対して従業員は非難し、先週から抗議
活動を始めている。従業員は未収の勤続手当がなくなるのではないかと恐れているという。「工場の名前の変更につ
いては仲裁委員会の採決を待ち、労働者達は明日から仕事に戻るだろう」と、彼は述べた。 
工場の職員、また、Lor Sopheak 氏を尋問した Ang Snuol 警察の署長 Mean Samnang 氏からのコメントはまだない。 
②職場環境改善を求め、2 つの縫製工場でスト 
カンボジア SL 衣料品加工の工場 SL1 と SL2 の労働者４０００人以上が、
住居・通勤・皆勤手当ての導入を含んだ要求項目のリストを掲げ、５／１７の





自らの名前を Yang とのみ名乗った SL Garment Processing (Cambodia)の
理事長は、「自由労働組合やカンボジア全国組合同盟審議会と交渉した上
で現在の労働条件は出来上がっており、すでに十分良いものを提供している。私の工場では 1 日に 7.5 時間しか労
働時間を設けていないし、食事をとるのに 30 分の休憩もあります。食事は無料です。カンボジアアパレル労働者民主
組合連盟(C.CAWDU)が、労働者にストライキを行うように働きかけたのだ」と、話している。しかし C.CAWDU の法務
官 San Sophea 氏は、「ストライキを行ったのは労働者の自発的な行動である」として、この主張を否定した。 
SL 縫製工場で働く 1500 人以上の労働者は、彼らの要求が却下された後、政府の仲介を求めて再度、社会問題に
携わる省庁に向かって行進を起こした。C.CAWDU の会長 Ath Thorn 氏は、「約 20 人の労働者代表が社会問題相
Soy Siphon 氏と面会した」と、述べた。Ath Thorn 氏によると、「大臣が工場オーナーと労働者、政府役員に対して今
朝、会合を開くよう求め、仲介役を果たすことに同意した」という。一方、プノンペン地方裁判所は「金曜日、ストライキ
を行っている労働者に対して仕事に戻るようにと命じ、また、C.CAWDU のメンバー3 人を含む 23 人の代表者に対し
ては、もし彼らがストライキを指導したのであれば法的措置に直面する可能性がある」と警告した。 
「C.CAWDU は騒乱を引き起こしたのではなく、解決策を見出す手助けをしただけだ」と Ath Thorn 氏は言い、工場
の人事部長 Ea Chip Ieng 氏は、「経営陣は交渉に乗らない。労働組合はストライキについて私達に事前に知らせなか
ったのだから、このストライキは法を無視しています」と話している。 
③工場経営者が暴漢を雇い、労働者代表を襲う 
カンボジアアパレル労働者民主組合連盟(C.CAWDU)の役員 Ney Bunthoeun 氏は、「解雇された C.CAWDU 代表
者 6 人の復職を求めて約 500 人の労働者が行っていた抗議活動のなかで、Haiyun 縫製工場の指導者に雇われたギ
ャングが、労働組合員 1 人と労働者 1 人を負傷させた」と述べた。さらに「会社側は私達の組合のリーダーを解雇しま
した。工場内に C.CAWDU が組織されるのを嫌がったのです。そのため、私たちはストライキを起こしたのです」と話し、
「リーダーはトランシーバーによって襲われ、他の労働者はそれで殴られた」と付け加えた。    






発注してい Levi’s と Gap、H&M などの国際的な大手アパレル各社は、ストライキの影響を１２日間連続で受けてい
る。 
カンボジアアパレル労働者民主組合連盟(C.CAWDU)の Ek Sopheakdey 氏は、「労働者達は引っ越し費用と生活
費手当の要求を 10 ドルから 8.5 ドルまで引き下げたが、皆勤ボーナスの要求は変わりません。経営者側がこの要求を
引き続き拒否すれば、さらにより広い影響が派生する」と、警告している。 
SL 社の人材部長 Ea Chip Ieng 氏は、「C.CAWDU は労働者の状況を改













女性従業員の Rith Sineourn さんは、 多くの労働者達が、会社が合意する事を要求する為に小さな石を工場に投
げたと話している。   
「会社側の発言と行動が違います。これにより労働者達は怒り、ストライキを継続させる事になったのです」と話す。    
アメリカ国際労働連帯センターの地域部長 Dave Welsh 氏は、政府が署名した GMAC と C.CAWDU の協定書に関
して、「この問題を解決していく中で、私は全ての政党の拇印が押された書類を見たことがありません。「隠す事では
ないですが、繊維産業の企業は C.CAWDU を好ましく思っておらず、そして GMAC と SL 社がカンボジアのイメージ
を国際舞台で下げようとしています。このストライキはカンボジアで起こっている普通のストライキより、更に国際的な注
意を引きつけ、(グローバル)バイヤー達の関心を引きつけている」と述べている。   
⑤ストライキがホンダの工場で発生 
Por Sen Chey 地区の Choam Chao にあるホンダ NCX 社周辺にて、労働組
合を組織しようとした従業員が処分されたことを理由に、100 人以上の職員が、





こういった苦情は総務部長の Eth Seng Ny 氏に向けられたものだ。Soeurn 
Sot 氏は、「Eth Seng Ny 氏は、職員が組合に登録しようとすれば解雇し、また、







「プノンペン当局を通した解決の試みは成功には至らなかった」と、カンボジア労働総同盟の副会長 Kun Ry 氏は
話した。「労働者や組合メンバーと実際に交渉を行った役員のコメントはまだ届いていないが、良い解決策を発案す
るのを待つよう、会社が労働者側に求めた」ことを Kun Ry 氏は話した。「しかし前回の約束が守られていないため、も
はや待つことは選択肢にはない」と彼は言う。「もし私達の要望に答えてくれないのであれば、抗議活動を止めること




都にあるホンダ NCX 工場で働く約 500 人の従業員は、仕事へと戻
った。「4 人の代表者の復帰、また、全ての従業員がカンボジア労
働総同盟の支局を組織することを会社側が認めた」と、ホンダ NCX





人を解雇した件に関わった総務部長 Eath Seng Ny 氏の処分など
を含む労働者側全ての要求に取り組んでいるわけではなく、労働








半分にすぎない」と、『カンボジアのビルディング・ユニオン一歴史と挑戦と戦略』の共著者 Veasna Nuon 氏が述べた。 














ただし産業全体に影響するような大きな変革を達成するのは、もっともっと困難な事だと Veasna Nuon 氏は言う。
「工場単位で見ると、全国レベルより民主的であるといえます。全国レベルでは、達成されてない多くの問題がありま
す。ほんとうに大掛かりな問題です」とも付け加えた。「産業のあらゆるレベルにおいて、女性がもっと労働運動に参加






































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
12月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
4月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 








されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
